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１．市税収入の推移と企業進出の影響

◼ 本市の市税収入は、令和元年度（約53億円）、令和2年度（約52億円）、令和3年度（約52億円）とおおむね安定して推移してきたが、令和4年度（約53億円）、

令和5年度（約54億円）と近年は増加傾向にある【図1】 。市税収入のうち、市民税（個人・法人）及び固定資産税の推移を見ると、特に令和3年度以降、固定資

産税や法人市民税が緩やかに増加傾向を示している。これは、計画期間中に実現した新規企業進出や商業施設の建設の影響によるものと考えられる【図２】。

◼ 本市では、令和3年度から企業誘致件数が顕著に増加し、現行計画の期間中、合計11件の立地協定を締結し、その投資総額140億円超を見込む【図３】。
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【図３】 計画期間内の立地協定件数と投資予定額の累計
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【図１】 本市歳入の推移

【図２】 本市市税の推移
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２．荒尾市の経済成長の現状と特徴

◼ 本市の市内総生産額は、平成23年度の1,030億円から令和4年度には1,142億円へと約11％の増加を果たした。これは、人口減少や厳しい経済環境下においても

、荒尾市経済が底堅い成長を維持した成果といえる。県内経済に占めるシェアも2%弱で大きな変動がなく、経済圏の一翼を担う都市として、着実な役割を果

たしている【図４】。市内総生産成長率は、令和2年度には新型コロナウイルスの影響を受け▲4.5％の減少となったが、翌令和3年度は+4.9％、令和4年度も

+3.1％と、2年連続でプラス成長を実現し、これは県全体の平均（令和4年度：+2.9％）を上回る水準である【図５】。

◼ 内訳をみると、特に顕著なのは第2次産業（鉱業・製造業）で、平成23年度の11.2%から令和4年度には15.8%へと大幅な伸びを示した【図６】。

計画期間における市の状況

【図４】 市内総生産（名目）の推移及び対熊本県比
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【図６】経済活動別（産業別）
市内総生産額構成比の比較

【図５】 市町村内総生産の対前年度増加率の比較

資料)熊本県「市町村民経済計算」

1.1 

農林水産業

1.7 

15.8 

鉱業・製造業

11.2 

4.0 

電気・ガス・水道・

廃棄物処理業 3.3 

7.1 

建設業

5.5 

9.4 

卸売・

小売業

9.1 

運輸・郵便業 1.7 

2.1 

3.1 

宿泊・飲食サービス業 3.8 

情報通信業 0.3 

2.0 

3.6 

金融・保険業 3.8 

12.7 

不動産業

15.8 

3.6 

専門・科学技術、業務

支援サービス業 4.4 

4.1 

公務

4.7 

5.9 

教育

6.1 

19.9 

保健衛生

・社会事業

17.6 

7.8 

その他の

サービス

8.8 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

令和4年度

平成23年度

資料)熊本県「市町村民経済計算」



３．関係人口の創出

◼ 「あらおファン」（※ふるさと会員会員数＋ふるさと納税リピーター数＋各種行事の市外リピーター数）の人数は、令和2年度から令和6年度の5年間で約3.8

倍に増加した【図７】。これは、ふるさと納税受入額の増加に比例して、ふるさと納税のリピーターが増加したことが大きな要因である。本市のふるさと納

税受入額は寄附者のニーズに応じた返礼品の充実等により年々増加しており、加えて、寄附者を対象に行っているＩＣカード等が当たるキャンペーンにより

ふるさと会員の数も微増している状況にある。ふるさと納税リピーターの中には「ふるさと納税を通じて荒尾市を知った」という方も多く、市の魅力発信や

返礼品の充実などの取り組みが着実に成果を上げていることがうかがえる。

◼ 観光入込客数は令和2年度から増加傾向が続いている。コロナ禍を経て観光需要が回復し、近年は前年比でも高い水準を維持している【図８】。
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４．子育て世代の流入動向について

◼ 子育て世代の流入動向について近年の転入・転出データを見ると、令和6年は全体としては微減であるものの、0～14歳人口の純移動は令和4年以降プラスとな

っており、他の年齢層と比較して子育て世代の転入が比較的多い状況を示している。また、0～4歳、5～9歳、10～14歳の各年齢階級でも令和3年以降、転入超

過またはほぼ均衡の年が目立ち、子育て期の家庭の流入が一定程度継続していることが読み取れる【図９】。

◼ 一方で、15～64歳の生産年齢人口は大きな転出超過となっている。特に親世代にあたる25～44歳の層も、各年齢階級でほぼ毎年転出超過であり、令和6年も全

体では転出と転入が拮抗しつつも依然として転出傾向が残っている。進学や就職、転勤などによって流出する層と、住宅取得や子育て期に転入する層が存在

することを反映しているものと見込まれる。
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５．少子化の進行と合計特殊出生率低下の現状

◼ 本市の出生数は、平成29年から令和5年にかけて大幅に減少している。平成30年には一時的に増加したものの、その後は減少傾向が続いており、令和4年以降

は300人を下回る状況にある。また、合計特殊出生率も平成29年以降低下している。特に令和2年から令和4年は熊本県全体よりも低い水準となった。令和5年

も県平均と比べてほぼ同程度の状況である【図10】。

◼ このように出生数・出生率の低下が顕著であり、人口減少が進む中で少子化の影響が本市にも強く及んでいることが数値からも明らかである。合計特殊出生

率は全国平均を上回っているが、近年は県平均と比べても同程度の水準に低下し、構造的な人口減少の傾向が一層深刻化している。

◼ 本市まちづくりアンケートから、希望する子ども数を持てない理由として「子育てや教育にお金がかかりすぎるから」と回答する人の割合は、直近で大きく

増加している。令和5年度には41.1%、令和6年度には42.3%と、ここ数年で急激な上昇が見られる【図11】。この傾向は、子育て世帯への経済的負担感が一段

と強まっていることを示している。今後は、国における取組などを考慮しながら、安心して子育てできる環境づくりを推進する必要がある。
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６．労働環境の課題

◼ 本市における労働環境への満足度は依然として低く、令和6年度の調査では「満足している」「どちらかといえば満足している」と回答した割合は合わせて

25.0％にとどまっている。一方、「どちらかといえば不満である」「不満である」と回答した割合は38.0％に上り、年々不満層の割合が増加傾向にある。

◼ 不満の理由としては、「働く場所が少ない」、「希望する職種が少ない」、「待遇が良くない」といった項目が高い割合を占めており、雇用の場の不足や職

種の多様性の不足、処遇面への不満が主要な課題となっている。「就労先の会社の情報が少ない」という回答も年々増加しており、情報発信やマッチング機

会の不足も課題として挙げられる【図12】。

◼ 本市を含む玉名公共職業安定所管内における令和6年度の産業別求人倍率（令和6年4月～令和7年3月の平均値）を見ると、「事務従事者」や「運搬・清掃・包

装等従事者」は、有効求人倍率が1.0を大きく下回っており、求職者数が求人数を大幅に上回っている状況である。これらの職種では、希望する職種への就職

が難しい現状がうかがえる。一方、「建設・採掘従事者」や「サービス職業従事者」、「専門的・技術的職業従事者」などは有効求人倍率が高く、求人数が

求職者数を大きく上回っている。特に建設分野では1人の求職者に対し3件以上の求人があるなど、職種ごとのミスマッチが顕著であり、産業構造や雇用ニー

ズに応じた人材育成やキャリア支援、マッチングの強化が今後の重要な課題である【図13】。
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１．現行計画における人口ビジョンとの比較

◼ 2020年時点の国勢調査人口（50,832人）は、現行計画の将来展望（51,622人）より既に約800人下回っている。2025年以降も、現行計画の将来展望より社人研

（国立社会保障・人口問題研究所）による推計の方が常に下回る状況が続いている。例えば2030年時点で、現行計画は49,462人と見込む一方、2023年社人研

推計は44,972人と、約4,500人のギャップが生じている【図14】。

◼ 2023年社人研推計では、現行計画の将来展望より人口減少スピードが速く、特に若年層の減少と高齢化の進行が顕著である。主な要因としては、出生数・出

生率が現行計画での想定を大きく下回っていることが挙げられる。

◼ 社人研による推計の中でも、2018年推計と2023年推計を比較すると、2050年時点では2018年推計（34,596人）より2023年推計（35,395人）の方がわずかに上

方修正されている。しかし、構造的な人口減少トレンドに変化はなく、いずれも現行計画の将来展望より低い水準で推移する見通しである。

人口ビジョンの進捗状況

【図14】 荒尾市における人口推計の比較
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２．近年の本市の人口の状況

◼ 本市の人口は、第1期あらお創生総合戦略を策定した平成27年以降も減少傾向が続いており、令和6年10月1日現在で48,294人と、計画終期（令和7年）の目標

人口51,000人を下回っている【図15】。人口増減率は近隣市町と比較しておおむね中程度で推移しており、令和6年の減少率は最も低かった【図16】。

◼ 合計特殊出生率は令和7年の目標2.0に対し、令和5年は1.48と減少傾向にある。出生数は令和元年の346人から、5年間で108人減少し、令和6年は239人となっ

た。令和5年と比較しても54人減少している。人口移動の社会動態は、令和6年に49人の社会増となり、これは平成21年以来の増加である【図17】。
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自然動態 ▲304人 ▲307人 ▲394人 ▲383人 ▲438人 ▲541人 ▲523人 ▲576人

（出生数） 412人 436人 346人 347人 328人 280人 293人 239人

（死亡数） 716人 743人 740人 730人 766人 821人 816人 815人

出生率 1.87 1.79 1.62 1.58 1.51 1.34 1.48 未公表

社会動態 ▲239人 ▲187人 ▲211人 ▲150人 ▲270人 ▲55人 ▲184人 49人

（転入者数） 1,676人 1,748人 1,757人 1,627人 1,392人 1,635人 1,587人 1,578人

（転出者数） 1,915人 1,935人 1,968人 1,777人 1,662人 1,690人 1,771人 1,529人

人口ビジョンの進捗状況

【図17】 荒尾市の自然動態・社会動態の推移

【図16】 人口増減率(H28～R6)の推移
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【図15】 荒尾市の総人口と人口構造の推移
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３．本市の転出入に関する状況

◼ 本市の転出入の状況は、20～29歳で特に転出者平均が高く、若年層の流出が顕著である。一方、0～9歳は転入者平均が転出者平均を上回っており、子どもの

転入超過が見られる【図18】。

◼ 転出先は、大牟田市が222人と最多であり、次いで熊本市が214人、福岡市が134人となっている（「その他」を除く）。また転入元も大牟田市が253人と最多

であり、次いで熊本市が142人、玉名市が112人となっている（「その他」を除く）【図19】。転出入ともに、熊本県及び福岡県内の市町村が全体の7割前後を

占める状況である。

◼ 転入超過の自治体としては大牟田市や玉名市、長洲町が挙げられるが微増に留まっており、熊本市や福岡市に対しては大きく転出超過となっている状況であ

る。

人口ビジョンの進捗状況

【図19】
転出・転入の地域別内訳（R5・R6平均）

【図18】
男女別・年齢階級別
転入・転出状況

（R5・R6平均）

９

資料) 「住民基本台帳人口移動報告」（総務省統計局）
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１． 切れ目のない充実した子育て環境をつくる

主な取組の実績

１ 若い世代の結婚希望の実現

■結婚新生活支援事業

１０

２ 妊娠・出産・子育ての切れ目ない支援

■一般不妊治療費助成事業

不妊に悩む夫婦の経済的負担軽減するため、不妊治療のうち、人工授精に
要する費用の一部を助成。
令和６年度からは、対象者の所得制限を撤廃し、より助成を受けやすく
なった。今後も市民への周知に努めると共に、申請期間や申請回数等につ
いて対象者のニーズに沿ったものとなるよう検討を重ねていく。

３ 子育てしやすい環境づくり

■子ども医療費助成事業

各中学校には外国語指導助手（ALT）を
１名ずつ配置しており、また、小学校に
も専属ALTを２名配属している。
中学校における英検チャレンジは、在籍
者数に対して96.0％（1,230/1,281人）
の生徒が受験希望した。
教職員には、英語教育スキル向上の為、
研修会を実施した。

４ 魅力ある教育環境の実現

新婚世帯に対して新居の住居費と引越費
用の一部補助を行った。補助の限度額は
夫婦ともに39歳未満の場合30万円、29歳
未満の場合は60万円。
令和6年度の実績件数は計23件。年間婚姻
件数自体も令和5年度の約133件に対し令
和6年度は約143件と増加が見られた。当
該事業が荒尾市での生活を選択した新婚
者のインセンティブになっているものと
考えられる。

■英語教育充実事業

0歳～18歳（高校生相当）までの子ども
医療費について、保険診療に係る自己
負担分について無償化している。熊本
県内の医療機関においては、外来診療
について現物給付を実施（社会保険加
入者は福岡県大牟田市の医療機関での
外来受診についても現物給付を実施）。

■新生児聴覚検査費用助成事業

難聴児の早期発見・早期療育及び検査にかかる保護者の経済的負担軽減等
を目的として、新生児聴覚検査にかかる費用の一部助成を行う。



2. 誰もがつながりを持ち、健康でいきいきとした暮らしをつくる

１１主な取組の実績

１ 健康長寿社会の実現

■新病院建設整備事業

２ 地域共生社会の実現

■認知症サポーターの養成・活動活性化事業

認知症を理解し、認知症の人や介護をして
いる家族の応援者（サポーター）を養成。
令和６年度は27回の講座を開催。1,083名
のサポーターを養成でき、市民の理解を促
進することができた。
令和２、３年度はコロナ禍により活動を一
部自粛したが、令和４年度からの実施拡大
に伴い、サポーター数も増加傾向にある。

３ 生涯学習の推進

■読書環境・機会の充実事業

市内各地区において巡回スポーツ教室
を開催することにより、生活習慣病の
予防や改善をはじめ、健康づくりや体
力の維持増進を図った。
地区によっては、内容が固定化されつ
つある地区もあるので、今後は新種目
を実施するなど、様々な種目の普及を
図りたい。

令和３年４月から建設工事に着手し、令
和６年１２月にグランドオープンを迎え
ることができた。一般病棟の完全個室や
市内開業医と連携した周産期医療体制な
どを備えている。
タクシー乗り場やスマートバス停の設置
により、正面玄関までのタクシーの乗り
入れやバスの乗り入れも可能となり、来
院される方がより利用しやすい環境を整
えることができ、利便性が向上した。

■生涯スポーツ推進事業

令和４年４月に市内商業施設内に移転
整備した市立図書館では、電子図書館
やデータベースの閲覧に加え、視聴覚
コーナーの新設など新たなサービスを
整備した。幼児から高齢者まで幅広い
世代が利用しており、来館者数、貸出
冊数ともに増加している。
おはなし会やスタンプラリーなどのイ
ベントも行っており、今後も、生涯学
習の拠点として様々なサービスの充実
を図っていく。



3. 雇用の確保と所得の向上で安定した暮らしをつくる

１２主な取組の実績

１ 安定した雇用の創出と就職支援

■企業立地の推進

■荒尾駅前活性化事業

荒尾駅周辺の空き店舗について、リノベー
ションにより活用可能な物件にするととも
に、過程について周辺の空き店舗オーナー
を含む地域住民に対し公開し、意見交換を
する機会を設けることで、さらなる空き店
舗活用に向けた機運醸成を図る。
令和６年11月には、荒尾駅駅舎の低利用ス
ペースをリノベーションし、コミュニティ
スペース｢あらおリビング｣をオープンさせ
た。

２ 生産性向上や地域経済循環による所得の向上

■荒尾産農水産物販路拡大推進事業

道の駅や保健・福祉・子育て支援施設
の複合化施設として整備し、令和8年度
のオープンを予定している。
令和６年８月に実施設計が完了し、工
事も工期通り進んでいる。
施設整備に向け、PFIによる事業推進を
図りつつ、関係者との連携を強めてい
く。

熊本県や関係機関と連携しながら、
ターゲットを絞った域外の企業や、
TSMCの熊本進出に伴う関連企業を市内
に誘致するとともに、地場企業の振興
を図りながら、新たな就業の場を創出
する。
立地協定締結件数は、令和５年度が６
件、令和６年度は３件となり、外資系
企業の誘致にも成功した。

■荒尾市ウェルネス拠点施設整備推進事業

本市農業の成長化や持続的な農家の経
営安定化を図っていくため、本市農水
産物のブランド化や販路拡大を行う。
荒尾梨新ブランドの「ことのみ」は、
試食会やコラボフェア、SNSキャンペー
ン等のブランドプロモーションの実施
や、ことのみの由来や梨加工品情報等
を掲載したパンフレットの制作等によ
り、ことのみブランドの浸透や知名度
の向上、魅力発信につなげた。



4. あらおファンを増やすとともに、移住しやすい環境をつくる

１3主な取組の実績

１ あらおファンの拡大

■地域おこし協力隊事業（情報発信）

■マジャク釣り大会

日本最大級の干潟を有する荒尾干潟におい
て、全国でも珍しい『マジャク釣り』を体
験する大会を行う。また、グルメイベント
等も行い、大会参加者の満足度向上を図る。
令和６年度は降雨の影響により中止となっ
たが、607名の参加申込みがあった。

２ 本市への移住の推進

■空家・空地バンク事業

移住後の生活に不安があり、移住に二
の足を踏まれている方などに対して、
荒尾市の「暮らしやすさ」を体験する
ことが出来る短期滞在住宅を提供し、
実際の移住に繋げる。また、同住宅の
維持管理・運営を行う。
移住体験ツアーも実施し、移住候補地
としての荒尾市をPRしていく。

■移住体験事業

アンケート調査を基に空家・空地バン
ク登録希望者に対し、文書や電話等で
登録勧奨を行った。
空き家バンクへの登録は平成28年度の
事業開始より通算98件あり、成約は57
件。空き家の有効活用の促進に繋がっ
ている。令和６年度については登録件
数18件、成約件数は15件となった。
相談者と意見を交換しながら空き家バ
ンク事業の推進を図っていく。

市外の視点による、本市の魅力やPRポイン
トの発見を期待して、地域おこし協力隊を
任用。SNSを通じた情報発信を行っている。
令和５年６月には新たに少子化対策として
「地域活性化起業人」を起用し、SNSのタ
イトルを「ぎゃんすき！あらおちゃん」と
してリニューアルした。本市の新たなメ
ディア媒体として、若い世代をターゲット
としたコンテンツを発信し、若年世代のシ
ビックプライド醸成や移住定住の促進を目
指している



５．先進的で持続可能なまちをつくる

１４主な取組の実績

１ 暮らしやすいまちの基盤の構築

■スマートヘルスケアサービス事業

■あらおMaaS推進事業

数、ダイヤの変更や系統見直しを実施した。また、観光交通アプリ「おで
かけあらお」利用促進のため、アプリによるおもやいタクシーの予約方法
等の周知を実施し、利用登録者数は3,285人となった。

２ 持続可能な循環型社会の形成

■リサイクル推進事業

長洲町や大牟田市とともに防災士養成
講座を開催し、防災士の養成を図った。
また、地区協議会や荒尾市防災士会な
どと連携し、行政区に１名以上の防災
士の配置を目指している。
令和６年度は13名が防災士資格を取得。
新たに４地区から防災士の資格を取得
することができた。

３ 災害等に強いまちづくり

■防災士養成事業

荒尾市におけるごみの排出量は減少し
ているものの、更なるごみの減量を行
うために、燃えるごみの中に含まれる
燃えるごみ以外の混入物を調査した。
令和６年度の調査では、可燃ごみ中に
リサイクル品は5.7％混入しており、前
年度を下回る結果となった。適切な排
出に向けて改善が進んでいるといえる。

令和２年10月にAI配車システムを活用した
AIオンデマンドタクシー「おもやいタク
シー」を運行開始。AI配車システムを活用
することで、相乗りを前提としつつ複数の
予約をリアルタイムで効率的に配車するこ
とが可能となった。
令和６年８月には、持続可能で利便性の高
い公共交通網の構築に向け、利便増進計画
を策定。計画に基づき、バス路線の運行便

デジタル田園都市国家構想交付
金（地方創生推進タイプ 横展
開型）を活用し、

①AI健診結果予測シミュ
レーション

②疾患発症リスク検査・介
入サービス

③健康増進サービス
④デジタル健康手帳
⑤EBPM
の５つの施策を進めた。



１． 切れ目のない充実した子育て環境をつくる

政策ごとの進捗状況（数値目標・重要業績評価指標（KPI））

指標名 年度別 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

合計特殊出生率

目標値 ― 1.95 1.99 1.97 1.98 1.99 2.00

実績値 1.87 1.79 1.62 1.58 1.51 1.34 1.48

達成率 ― 91.8% 82.7% 80.2% 76.3% 67.3% 74.0%

指標名 年度別 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

荒尾市で子育てを
したいと思う
市民の割合（%）

目標値 ― 66.0 66.8 67.6 68.4 69.2 70.0

実績値 65.3 70.8 69.3 68.1 75.2 68.6

達成率 ― 107.3% 103.7% 100.7% 109.9% 99.1%

平成30年には1.79と全国や熊本県の平均を上回っていたが、その後令和4年まで減少傾向が継続していた。令和5年は前年から0.14増加し、平成30
年以降はじめての増加となったものの、目標値を下回る状況が続いている。令和2年以降は、新型コロナウイルスの影響により全国的に婚姻数や出
生数が減少した影響を受け、本市でも同様の傾向がみられる。
本市の人口構造上、男女ともに20代の人口が少ないことが出生数減少の大きな要因となっており、婚姻数の減少もこの傾向に拍車をかけていると

考えられる。

令和2年度は不妊治療費助成や小学校給食費の無償化などの各種支援施策が評価され、70.8％と目標を達成した。その後も目標値を継続的に達成
していたが、令和6年度は令和2年度以降初めて目標値を達成することができなかった。
一方で「荒尾市で子育てをしたいと思わない市民の割合」は一定割合で存在し、令和6年度には19.9％となっている。主な理由として、「子ども

の教育環境が充分でない」、 「子どもの遊び場（公園・児童館等）が少ない」 「子育て支援サービスが不十分」などが挙げられている。
全児童生徒へのタブレット端末の配付や市立図書館の移転整備、授業改善アドバイザー派遣など教育環境整備に積極的に取り組んできたが、今後

も、妊娠から出産・子育てに至るまでの市民のニーズを把握しながら、切れ目のない充実した子育て環境づくりを行っていく必要がある。

数値目標の達成状況

合計特殊出生率

荒尾市で子育てをしたいと思う市民の割合

１５



１． 切れ目のない充実した子育て環境をつくる

政策ごとの進捗状況（数値目標・重要業績評価指標（KPI））

指標名 年度別 R2 R3 R4 R5 R6

結婚サポート
センター会員数(人)

目標 2,538 2,630 2,722 2,814 2,906

実績値 2,703 2,807 2,924 3,084 3,252

達成率 106.5% 106.7% 107.4% 109.5% 111.9%

１ 若い世代の結婚希望の実現

指標名 年度別 R2 R3 R4 R5 R6

結婚サポート
センター会員間
成婚者数(組)

目標 69 74 79 84 89

実績値 85 96 101 109 117

達成率 123.1% 129.7% 127.8% 129.7% 131.5%

(ア)広域連携による結婚希望者等への支援

２ 妊娠・出産・子育ての切れ目ない支援

指標名 年度別 R2 R3 R4 R5 R6

母子保健事業に満足
している人の割合(%)

目標 57.5 58.0 58.5 59.0 59.5

実績値 65.3 56.9 66.9 66.4 72.0

達成率 113.6% 98.1% 114.4% 112.5% 121.0%

(ア)母子保健事業の充実

(イ)援助を必要とする子どもや子育て家庭への支援

主要事務事業

結婚活動支援事業、結婚新生活支援事業

総括

結婚サポートセンターの会員数及び成婚者数は毎年度目標を上回る結果となった。
コロナ禍においてはイベント等が開催できず会員数の伸びが低迷したものの、オンラ
イン婚活の導入やハイブリッド婚活方式の推進など柔軟な取組みにより順調に成果
を伸ばしていた。
令和6年度は、2市4町での出張相談会の実施に加え、福岡市での出張相談会も実
施した。福岡市での相談会では98名の来場者に婚活事業のPRを実施し、域外での
認知度向上にも努めた。

主要事務事業

一般不妊治療費助成事業、特定不妊治療費助成事業、プレパパクラス、伴走型相談支援
及び出産・子育て応援給付金の一体的実施事業、産後ケア事業、産婦健康診査費助成事
業、新生児聴覚検査費用助成事業、6～7か月児クラス

総括

助産師や保健師による個別面談・電話訪問・産後ケア事業を通じ、満足度の向上に
つながっている。個別事業も経済的負担軽減や育児環境の改善に一定の成果を上げ
ている。一方で、コロナ禍では妊婦や保護者が孤立しやすい状況も見られたため、オ
ンライン相談体制等を強化し、適切な時期に必要な支援を提供することが今後の課
題である。

主要事務事業

利用者支援事業（こども家庭センター型）

総括

母子健康手帳交付時の個別面談を入り口に、妊娠・出産に関する相談や支援プラン
を策定することで妊娠期から切れ目のない支援を行っているが、認知度については
令和3年度以降目標を達成できていない。妊娠届出や乳幼児健診等を通じて要支援
ケースを把握し、各担当の連携・協働による支援と事業の周知を進めることで、認知
度向上と相談支援の充実を図る。

指標名 年度別 R2 R3 R4 R5 R6

こども家庭センター
の認知度(%)

目標 30 35 40 45 50

実績値 32.6 26.4 29.8 38.0 28.0

達成率 108.7% 75.4% 74.5% 84.4% 56.0%
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政策ごとの進捗状況（数値目標・重要業績評価指標（KPI））

１． 切れ目のない充実した子育て環境をつくる

指標名 年度別 R2 R3 R4 R5 R6

希望の子ども数を持てない
理由として「子育てや教育
にお金がかかりすぎるか
ら」を挙げる人の割合 (%)

目標 30.0 30.0 29.0 29.0 28.0

実績値 29.5 31.9 26.7 41.1 42.3

達成率 101.7% 94.0% 108.6% 70.6% 66.2%

(ア)子育て世帯の経済的負担の軽減

(イ)ニーズに合わせた保育環境の整備

指標名 年度別 R2 R3 R4 R5 R6

待機児童数(人)

目標 0 0 0 0 0

実績値 1 0 0 0 0

達成率 ― ― ― ― ―

学童保育の
待機児童数(人)

目標 0 0 0 0 0

実績値 2 13 41 81 38

達成率 ― ― ― ― ―

主要事務事業

子ども医療費助成事業、小学校給食費無償化事業

総括

小学校給食費の無償化に加え、18歳までの医療費無償化や所得制限なしでの第2
子以降の保育料の無償化を実施しているが、令和2・4年度を除き目標値を達成でき
ていない。本市独自の支援を行っているものの、近年の物価高騰等を背景に、子育て
に係る経済的負担が一層拡大しているものと見込まれる。

主要事務事業

保育士家賃補助事業、放課後児童健全育成事業、男性の家事育児参画及び男性育休促進
のためのアドバイザー派遣事業

総括

保育施設の待機児童数が令和3年度から目標を達成している。保育士家賃補助事
業など、保育士の人材確保が進んだことが寄与したと考えられる。また、放課後児童
クラブはシオン園保育所内へ新設、万田学童クラブでは1支援単位増加などにより、
令和6年10月には0人となり、解消した。

指標名 年度別 R2 R3 R4 R5 R6

全国学力
学習状況
調査

【中学校】

目標 未実施
全国平均以上

121.8
全国平均以上

121.8
全国平均以上

120.8
全国平均以上

110.6

実績値 未実施 112.0 104.0 105.0 94.0

達成率 ― 92.0% 85.4% 86.9% 85.0%

指標名 年度別 R2 R3 R4 R5 R6

全国学力
学習状況
調査

【小学校】

目標 未実施
全国平均以上

134.9
全国平均以上

134.9
全国平均以上

129.7
全国平均以上

131.3

実績値 未実施 139.0 127.0 118.0 129.0

達成率 ― 103.0% 94.1% 91.0% 98.2%

主要事務事業

授業改善アドバイザー活用事業、子ども未来文庫整備事業、英語教育充実事業

総括

平成３０年度から、主体的で協働的な学びをめざした「あらおベーシック」に取り組
んでいる。授業改善アドバイザーを招聘した、児童・生徒が主体となる授業改善への
取り組みを進めてきた。
また、１人１台のＬＴＥタブレット端末等の活用にも取り組み、発展的な学習も進めて
いる。授業においては、どの学校でも「あらおベーシック」が定着し、児童・生徒が主体
となる姿が多く見られる。今後は、基礎基本の確実な定着や、家庭学習のさらなる充
実を含め確かな学力の向上に取り組んでいく。

３ 子育てしやすい環境づくり ４ 魅力ある教育環境の実現

１７

(ア)確かな学力の育成



政策ごとの進捗状況（数値目標・重要業績評価指標（KPI））

１． 切れ目のない充実した子育て環境をつくる

指標名 年度別 R2 R3 R4 R5 R6

自分にはよい
ところがある
と思う児童生
徒の割合
【小学校】
（%）

目標 未実施
全国平均以上

76.9
全国平均以上

79.3
全国平均以上

80.0
全国平均以上

84.1

実績値 未実施 70.2 77.8 73.1 77.0

達成率 ― 91.3% 98.1% 91.4% 91.6%

指標名 年度別 R2 R3 R4 R5 R6

自分にはよい
ところがある
と思う児童生
徒の割合
【中学校】
（%）

目標 未実施
全国平均以上

76.2
全国平均以上

78.5
全国平均以上

83.5
全国平均以上

83.3

実績値 未実施 75.3 72.4 74.9 81.9

達成率 ― 98.8% 92.2% 89.7% 98.3%

主要事務事業

いじめ・不登校・問題行動対策事業、青少年国際交流推進事業

総括

目標値について、令和3年度以降目標を達成できていないものの、令和6年度は小
学校・中学校ともに前年度から増加がみられる。
各学校では、児童生徒が主体となる全員参加型授業「あらおベーシック」を推進する
ことで、主体的な授業づくりが友人や教師から肯定的に捉えられ、認められ、褒めら
れる学級風土が形成されていると考えられる。今後は、一人一人を認め、褒め、励ま
し、伸ばす教育を中心に、達成感や成就感を味わえる取組や道徳教育、体験活動の充
実を図っていく。

指標名 年度別 R2 R3 R4 R5 R6

学校運営協議会にお
ける学校の教育環境
の整備・充実につい
ての評価点数(点)

目標
3点以上
/4点

3点以上
/4点

3点以上
/4点

3点以上
/4点

3点以上
/4点

実績値 3.00 3.29 3.77 3.31 3.37

達成率 100.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0%

主要事務事業

教育ICT環境整備事業、魅力ある修学旅行サポート事業、学校施設長寿命化改修事業、
市内高校活性化事業、地域学校協働活動充実事業、地域と学校の連携・協働体制構築事
業

総括

令和2年度に、GIGAスクール構想による1人1台のLTEタブレット端末の整備や
ICT支援員の充実と質の高い支援体制を構築し、令和3年度には、ICT支援員を2名
から4名体制に拡充した。目標を達成することができているのは、令和4年度に市内
全校がコミュニティスクールとなり、各学校における学校運営委員会の活動が充実し
てきたからだと考えられる。また、環境整備のための施策が効果を上げてきている。

４ 魅力ある教育環境の実現

１８

(イ)豊かな心の育成 (ウ)教育環境の整備・充実



政策ごとの進捗状況（数値目標・重要業績評価指標（KPI））

指標名 年度別 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

何らかの地域活動に参
加している市民の割合

（%）

目標値 ― 47.6 53.1 58.5 64.0 69.5 75.0

実績値 42.1 43.3 43.1 43.9 47.7 43.6

達成率 ― 91.0% 81.2% 75.0% 74.5% 62.7%

指標名 年度別 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

平均自立期間
(日常生活動作が自立
している期間の平均)

（年）

目標値 ―
男性79.0
女性83.9

男性79.1
女性84.0

男性79.2
女性84.1

男性79.3
女性84.2

男性79.4
女性84.3

男性79.5
女性84.4

実績値
男性78.9
女性83.8

男性79.2
女性83.6

男性79.4
女性83.8

男性79.1
女性84.3

男性79.1
女性84.3

男性79.2
女性83.9

達成率 ―
男性100.3%
女性99.6%

男性100.4％
女性99.8％

男性99.9％
女性100.2％

男性99.7％
女性100.1％

男性99.7％
女性99.5％

令和２年度以降、新型コロナウイルス感染予防の観点から事業の中止・延期、自粛等の影響で、地域活動への参加者が大きく減少した。令和5年度、新型
コロナウイルスが5類に移行したことを機に、市民の地域活動参加が徐々に回復しているものの、依然として目標値を下回っている。まちづくりアンケート
では、地域活動に参加しない理由として「時間や体力がない」と回答した方が多く、共働き世帯の増加などが影響しているものと思われる。

令和2年度以降、男女ともに概ね目標値を達成、あるいは目標値に非常に近い実績値を達成している。後期高齢者健診受診者に対し、健診結果に応じた
重症化予防事業を実施したことや、生活習慣病に対する啓発活動などを図ったことが目標達成に貢献したと考えられる。
令和6年度は、昨年度に比べ、男性は0.1歳延びたが女性は0.4歳短くなり、男女ともに目標値を下回る結果だった。今後も保健事業の効果的な推進を
図り、市民の自立期間の更なる向上を目指す。

数値目標の達成状況

１９

何らかの地域活動に参加している市民の割合

平均自立期間(日常生活動作が自立している期間の平均)

2. 誰もがつながりを持ち、健康でいきいきとした暮らしをつくる



政策ごとの進捗状況（数値目標・重要業績評価指標（KPI））

2. 誰もがつながりを持ち、健康でいきいきとした暮らしをつくる

指標名 年度別 R2 R3 R4 R5 R6

毎年健康診断や人間
ドックを受けている
人の割合(％)

目標 70.0 71.0 72.0 73.0 74.0

実績値 63.8 66.4 68.1 69.2 67.7

達成率 91.1% 93.5% 94.6% 94.8% 91.5%

(イ)食生活や運動習慣を基盤とした健康づくりの推進

指標名 年度別 R2 R3 R4 R5 R6

栄養バランスを考え
て食べる人の割合

(％)

目標 46.0 50.8 55.6 60.4 65.2

実績値 37.8 35.4 32.1 34.3 35.2

達成率 82.2% 69.7% 57.7% 56.8% 54.0%

指標名 年度別 R2 R3 R4 R5 R6

保健・医療体制に対
する満足度(％)

目標 66.5 68.0 69.5 71.0 72.5

実績値 71.4 73.8 72.9 72.4 71.6

達成率 107.4% 108.5% 104.9% 102.0% 98.8%

主要事務事業

特定健康診査受診率向上事業、がん対策事業、高齢者の保健事業と介護予防の一体的な
実施、保健・福祉・子育て支援施設整備推進事業

総括

10～40代の未受診者の主な理由は「忙しくて受ける時間がないこと」であり、健診
の重要性の啓発や受診しやすい環境整備が課題である。令和６年度は特定健診・子
宮頸がん検診・乳がん検診に関して、対象者と実施医療機関を拡充するなど、市民が
受診しやすい体制づくりに取り組んでおり、今後も体制整備を進めていく。

主要事務事業

食生活改善・食育推進事業、運動習慣推進事業、生活習慣病重症化予防事業、糖尿病性
腎症重症化予防事業

総括

令和2年度は食生活改善推進員養成講座を実施し16名が新たに加入、高校との連
携も強化した。令和5年度は推進員と連携し、食育事業や健康づくりの啓発を行って
いる。目標は令和6年度まで未達だったが、3年連続で増加しており、事業の介入率
も高い。小学校でのおやこ料理教室も5年ぶりに再開できたため、今後も栄養バラン
スの取れた食生活の推進が必要である。

主要事務事業

有明医療センターの安定的な運営、新病院建設整備事業、救急医療対策事業、平日夜間
小児救急輪番診療事業、在宅当番医制運営事業

総括

令和5年10月に荒尾市立有明医療センターが開院した。災害に強い建物、周産期
医療の一本化、歯科口腔外科の新設など、より地域医療を支えるための体制を整え
ている。救急医療対策では、年間を通じて夜間・休日等の救急医療体制を確保できた。
市民が安心して医療を受けられるよう、医師会・歯科医師会・薬剤師会と連携し、在
宅当番医や平日夜間小児救急輪番診療事業に取り組んだことが成果につながったと
考えられる。

２０

１ 健康長寿社会の実現

(ア)ライフステージに応じた疾病予防 (ウ)地域医療の充実



主要事務事業

包括的な相談支援体制及び様々な相談機関とのネットワーク構築事業、自殺防止対策推
進事業、生活困窮者自立支援事業・ひきこもり防止支援強化事業

総括

令和6年度まで目標値を達成できており、アウトリーチを含む早期支援や多様な相
談窓口を通じて引き続き支援を実施している。支援対象者は幅広く、関係機関と連
携しながら自宅訪問や生活支援を行っている。経済状況や有効求人倍率の影響もあ
り、今後も継続した支援と、相談体制や自殺対策の周知・啓発が必要である。

政策ごとの進捗状況（数値目標・重要業績評価指標（KPI））

2. 誰もがつながりを持ち、健康でいきいきとした暮らしをつくる

指標名 年度別 R2 R3 R4 R5 R6

地域住民互助による買物支
援・見守り支援等の日常生
活支援サービスの行政区単
位における実施率(％)

目標 47.5 50.0 52.5 55.0 57.5

実績値 51.1 53.4 77.6 78.4 80.0

達成率 107.6% 106.8% 147.8% 142.5% 139.1%

指標名 年度別 R2 R3 R4 R5 R6

障がいへの理解や関
心があると回答した
市民の割合(％)

目標 44.0 46.0 48.0 50.0 52.0

実績値 25.2 21.6 21.8 24.1 23.9

達成率 57.3% 47.0% 45.4% 48.2% 46.0%

(イ)障がい者の社会参画の促進

指標名 年度別 R2 R3 R4 R5 R6

友人、同僚、その他
社会団体の方などと
の交流がないと回答
した市民の割合(％)

目標 15.0 14.5 14.0 13.5 13.0

実績値 8.0 9.7 8.4 6.9 7.0

達成率 187.5% 149.5% 166.7% 195.7% 185.7%

指標名 年度別 R2 R3 R4 R5 R6

普段から性別や障がいの有
無などに関わらず相手を尊
重し接していると回答した

市民の割合(％)

目標 100 100 100 100 100

実績値 93.1 92.4 95.2 93.8 93.8

達成率 93.1% 92.4% 95.2% 93.8% 93.8%

(エ)多様性を尊重し支え合う地域づくり

主要事務事業

医療・介護における地域の多職種連携体制構築事業、認知症サポーターの養成・活動活性
化事業、成年後見制度利用促進体制の整備

総括

行政区単位の日常生活支援サービスは目標57.5％に対し実績80.0％と目標を達
成した。これは地区公民館の介護予防拠点整備や、認知症サポーター講座の事前調
整を丁寧に行ったことが成果につながったと考えられる。

主要事務事業

介護・訓練等・障害児通所給付費支給事業、計画等の策定の際の当事者等の意見の反映
事業、移動支援事業

総括

令和6年度まで目標値を達成できていなかったが、「どちらかといえば理解や関心
がある」と「関心がある」と回答した層を合わせると88.2％と昨年度より増加した。
障がい福祉サービスの提供やイベント・広報を通じた周知啓発により理解が広がって
おり、令和6年度からは広報紙での新たな連載や商工会議所との連携による周知啓
発も行っている。今後も関係機関と連携し、多様なツールでさらなる理解促進に取り
組む必要がある。

主要事務事業

荒尾市人権フェスティバル事業、荒尾市男女共同参画フォーラム事業、男女共同参画社会
づくり地域リーダー育成事業

総括

成年後見制度や生活困窮者支援、自殺対策などにおいては、相談窓口の拡充や専
門機関との連携強化、市職員への研修の実施などを通じて支援体制の充実が進んだ。
また、人権意識の向上に向けては、「人権フェスティバル」や「人権問題講演会」、「男
女共同参画フォーラム」を開催し、人権啓発に取り組んだ。一方で、市民の人権意識の
目標達成には至らず、今後も継続的な啓発活動に取り組み、多様性を尊重しあえる
地域社会の実現を目指す。

２１

２ 地域共生社会の実現

(ア)地域包括ケアシステムの推進 (ウ)社会的孤立の防止



政策ごとの進捗状況（数値目標・重要業績評価指標（KPI））

指標名 年度別 R2 R3 R4 R5 R6

市立図書館・
中央公民館来館者数

(人)

目標 87,890 88,616 89,342

図書館

298,947
公民館

43,882

図書館

301,936
公民館

44,236

実績値 54,183 44,387

図書館

284,244
公民館

28,124

図書館

228,016
公民館

30,993

図書館

230,475
公民館

28,592

達成率 61.6% 50.1% 349.6%

図書館

76.3%
公民館

70.6%

図書館

76.3%
公民館

64.6%

(イ)スポーツ活動の推進

指標名 年度別 R2 R3 R4 R5 R6

運動習慣がある人の
割合（男性）(％)

目標 55.0 56.0 57.0 59.0 61.0

実績値 56.0 56.0 57.0 61.0 58.0

達成率 101.8% 100.0% 100.0% 103.4% 95.1%

運動習慣がある人の
割合（女性）(％)

目標 43.0 44.0 45.0 46.0 47.0

実績値 47.0 45.0 42.0 46.0 46.0

達成率 109.3% 102.3% 93.3% 100.0% 97.9%

(ウ)子どもたちとの交流を通じた学びの充実

指標名 年度別 R2 R3 R4 R5 R6

学習支援
ボランティア
延べ人数 (人)

目標 26,100 26,528 26,956 27,384 27,812

実績値 19,857 23,899 23,114 29,361 27,551

達成率 76.1% 90.1% 85.7% 107.2% 99.1%

2. 誰もがつながりを持ち、健康でいきいきとした暮らしをつくる

主要事務事業

読書環境・機会の充実事業、生涯学習機会の充実、夏休み子ども学び塾事業

総括

市立図書館は、計画期間前半では感染症対策を講じながら、可能な範囲でのサー
ビス提供に努めた。令和4年度には、図書館の移転により幅広い年齢層の来館者数
が増加している。令和6年度は目標には届かなかったものの、来館者・貸出冊数とも
に増加し、学習室や電子書籍の利用も広がっている。
中央公民館も目標には達しなかったが、新たな講座やイベントの実施により利用者
数は増加しつつあり、今後は市民ニーズを把握し事業の質を高めるなど、さらなる利
用促進に取り組む必要がある。

主要事務事業

生涯スポーツ推進事業、体育施設充実事業、放課後子どもスポーツ教室事業

総括

コロナ禍では多くの事業が中止となったものの、管理運営上必要な事業は予定ど
おり実施した。また、各種大会で子育て世代の参加率が低かったことから、ファミリー
向けスポーツ事業に注力する方針を令和4年度に示し、令和5年度は男女とも目標を
達成した。令和6年度は、目標値に対し実績値は男性が微減、女性はほぼ横ばいと
なったが、スポーツをはじめとする日常的な運動習慣が生涯の健康に重要であるこ
とから、今後も市内各地区で巡回スポーツ教室などを開催し、生活習慣病予防や健
康づくり、体力の維持増進に取り組んでいく。

主要事務事業

地域学校協働活動充実事業、地域と学校の連携・協働体制構築事業、地域と学校を応援
する人材育成事業

総括

令和2年度に教職員や推進員で構成される地域学校協働本部を設置し、協働活動
の円滑化を図ったことで、令和3年度には地域ボランティアの登録人数も大幅に増加
した。令和4年度は新型コロナウイルスの影響で地域人材の学習支援活動への参加
が控えられ、目標には届かなかったが、令和5年度は感染症法上の分類変更による
行事等の再開で、地域住民と子どもたちの交流が増え、目標を達成した。令和6年度
は目標値に届かなかったが、地域学校協働活動への児童・生徒の参加者数は前年度
より増加しており、地域と学校の連携によるさまざまな活動が広がり、学びも着実に
充実してきている。

２２

３ 生涯学習の推進

(ア)多様な学習機会の提供



政策ごとの進捗状況（数値目標・重要業績評価指標（KPI））

指標名 年度別 H28 R2 R3 R4 R5 R6 R7

市内の従業者数（人）

目標値 ― 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000

実績値 15,011 ― 14,748 ― ― ―

達成率 ― ― 98.3% ― ― ―

指標名 年度別 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

一人当たりの
市町村民所得
（千円）

目標値 － 2,199 2,211 2,222 2,234 2,245 2,257

実績値 2,188 2,159 2,214 2,079 2,226 2,295

達成率 － 98.2％ 100.1％ 93.6％ 99.6％ 102.2％

人口減少による労働力人口の減少が進む中においても、市内の従業者数15,000人の維持を目標としていたが、令和3年経済センサスの結果は
14,748人であり、目標未達となった。今後も、人手不足やDX化の推進により労働力人口の減少が予想される中、現在、本市では工場等を誘致できる用
地がほとんど確保できていない状況にあるため、今後は工業用地の確保を進め、雇用の受け皿となる魅力ある企業の誘致に注力する必要がある。また、学
生を中心に地元企業の魅力やイメージを広く発信し、地域内での雇用促進にも取り組むことが重要である。

平成29年度実績2,188千円から令和5年度に2,257千円への引き上げを目標として設定していた。令和元年度は2,214千円と目標をクリアし、一定
の前進が見られたが、令和2年度には新型コロナウイルスの影響により企業所得が大幅に減少し、全県的に市町村民所得が落ち込んだ。令和3年度以降は
コロナ対策の各種支援策によりおおむね回復を見せている。
令和４年度は目標2,245千円に対し、実績は2,295千円と上回っているが、雇用者報酬や企業所得の増加が要因である。コロナ禍からの正常化が進み
飲食・宿泊サービス業を中心に経済の持ち直しが見られ、令和4年度の経済成長率は3.1％となった。一方で、今後は人口減少に伴い労働力の減少が見込
まれるため、限られた労働力の中で生産性向上を図る必要がある。今後も企業誘致や創業支援、商業振興等に力を入れ、市町村民所得の維持・向上に努め
ていく。

数値目標の達成状況

２３

市内の従業者数

一人当たりの市町村民所得

3. 雇用の確保と所得の向上で安定した暮らしをつくる



政策ごとの進捗状況（数値目標・重要業績評価指標（KPI））

3. 雇用の確保と所得の向上で安定した暮らしをつくる

指標名 年度別 R2 R3 R4 R5 R6

新設・増設に伴う新
規雇用者数(人)

目標 10 10 10 10 10

実績値 0 5 5 105 28

達成率 0.0% 50.0% 50.0% 1050.0% 280.0%

(イ)創業及び事業承継支援

指標名 年度別 R2 R3 R4 R5 R6

新規創業・事業承継
件数(件)

目標 17 17 17 17 17

実績値 5 28 19 20 14

達成率 29.4% 164.7% 111.8% 117.6% 82.4%

主要事務事業

企業立地の推進

総括

コロナ禍で誘致活動が制限される時期もあったが、Web会議などを活用して情報
収集に努め、空き施設など既存のリソースを活用した誘致に取り組んだ。
令和6年度は、立地協定を3件締結し、目標10人に対し実績28人と大きく上回っ
た。TSMC関連企業のニーズ増加や民有地の活用、情報収集強化が要因である。

主要事務事業

創業支援等事業、空き店舗対策事業、荒尾駅前活性化事業、新規就農者支援事業

総括

荒尾商工会議所や起業家支援センターのインキュベーションマネージャーを中心に
創業希望者への相談支援を行っている。令和6年度は創業支援を目的とした「空き店
舗補助金」を拡充し5件実施した。また、女性を中心とした小規模起業希望者の増加
を受け、「小さく始める創業フェア」を初開催した。令和6年度の実績値は目標17件
に対し14件となったが、飲食・美容分野を中心に創業希望は依然多いと考えられる。
今後も商工会議所と連携し、ニーズに応じた支援策に取り組む必要がある。

指標名 年度別 R2 R3 R4 R5 R6

ハローワーク（玉名
管内）における市民
の就職決定率 (%)

目標 32.0 33.0 34.0 35.0 36.0

実績値
33.0
（R1）

29.5
（R2）

28.7
（R3）

31.4
（R4）

30.4
（R5）

達成率 103.1% 89.4% 84.4% 89.7% 84.4%

主要事務事業

奨学金返済わか者就労支援事業、バスで行く“市内企業視察ツアー”、YouTube企業情
報動画配信、荒尾・大牟田連携「地元企業と学校の情報交換会」、企業紹介冊子作製事業、
「製造業・建設業」就職面接会、外国人労働者支援事業

総括

「地元企業と学校の情報交換会」や「製造業・建設業合同説明会」を年2回実施し、地
元企業のPRや就業促進に取り組んでいるが、「奨学金返済わか者就労支援事業」は
実績5件と利用は少なく、周知や内容の見直しが課題である。ハローワークによる就
職決定率も回復傾向にあるものの目標に届いておらず、人手不足や業種ミスマッチ、
市内就職率の低さへの対応が引き続き必要である。

(エ)ニーズに合わせた就業支援

指標名 年度別 R2 R3 R4 R5 R6

各事務事業を通じた
就職・就業決定者数

(人)

目標 51 51 51 52 53

実績値 50 114 58 69 52

達成率 98.0% 223.5% 113.7% 132.7% 98.1%

主要事務事業

障がい者の就労支援事業、被保護者並び生活困窮者の就労支援事業、障がい者雇用支援事
業、母子家庭等自立支援教育訓練給付金事業、母子家庭等高等職業訓練促進給付金事業

総括

就労系障がい福祉サービスの利用者が年々増加し、障がい者の一般就労への訓練の
場として機能しているほか、生活困窮者や被保護者への就労支援も関係機関と連携し
て実施している。障がい者雇用支援事業により雇用の安定も図られており、ひとり親へ
の資格取得支援や女性のキャリアアップセミナーも、より良い就職につながっている。

２４

１ 安定した雇用の創出と就職支援

(ア)企業立地の推進 (ウ)地元（市内）就職の促進



政策ごとの進捗状況（数値目標・重要業績評価指標（KPI））

指標名 年度別 R2 R3 R4 R5 R6

市内従業員一人当た
りの市内総生産額

(千円)

目標 7,454 ― 7,694 ― 7,935

実績値
7,428
（H30）

7,315
（R1）

6,782
（R2）

7,360
(R3)

7,606
（R4）

達成率 99.7% ― 88.1% ― 95.8%

(イ)農水産業の成長産業化

指標名 年度別 R2 R3 R4 R5 R6

農水産業総産出額
(億円)

目標 26.3 26.4 26.5 26.6 26.7

実績値
25.7
（R1）

26.3
（R2）

27.6
（R3）

24.9
（R4）

27.4
（R5）

達成率 103.0% 99.6% 104.2% 93.6% 102.6

主要事務事業

果樹経営及び農作物栽培支援事業、農業用機械・施設等整備事業、有明海活性化対
策事業、浜の活力再生事業、荒尾産農水産物販路拡大推進事業

総括

農業については、梨栽培農家への苗木購入費助成をはじめ、農業機械や施設整備、
種苗購入などへの継続的な支援を通じて、省力化・効率化による生産力の向上が進
められており、一定の成果を上げている。さらに、JAと連携した梨の共販体制の整備
により、販売拡大にも取り組んでいる。
水産業では、エイ対策や覆砂・耕耘などの漁場改善・保全に加え、荒尾干潟でのマガ
キ養殖の実証に着手し、令和5年度には試験販売を開始するなど、新たな収入源の
確保と担い手の確保に向けた取り組みを進めてきた。
なお、令和6年度は、令和４年度に減収した海苔養殖について、例年並みに回復した
ことから、目標を達成することができた。

(ウ)地域経済循環の促進

指標名 年度別 R2 R3 R4 R5 R6

地域経済循環率
(%)

目標 ― ― ― ― ―

実績値 ―
61.3
（H27）

62.3
（H30）

58.5
（R2）

―

達成率 ― ― ― ― ―

3. 雇用の確保と所得の向上で安定した暮らしをつくる

主要事務事業

中小企業等経営強化法に係る課税免除、キャッシュレス決済の推進、荒尾スマート農業推
進事業、農地中間管理機構関連圃場整備事業

総括

工業分野では先端設備導入計画による固定資産税の課税免除、商業では
「AraoPAY」を活用したプレミアム付電子商品券事業を実施し、消費喚起効果は2.5
倍以上と推定され地域経済の活性化に寄与した。農業では梨の先進栽培技術導入や
自動運転トラクターへの支援を行いスマート農業を推進した。KPIである市内従業員
一人当たりの市内総生産額は令和2年度より増加したが、令和6年度目標には届か
なかった。今後も産業DXやICT・先端技術の普及による生産性向上と持続可能な仕
組みづくりに取り組む必要がある。

主要事務事業

荒尾市ウェルネス拠点施設整備推進事業、地産地消の推進事業、商店街イベント補助事業、
エネルギーの地産地消推進

総括

道の駅の整備を通じて地域の魅力発信と経済活性化を図る取り組みを行っており、
令和5年度には株式会社梨の花とPFI事業者の契約に至った。令和6年度は実施設
計が完了し、工事も工期どおりに進んでいる。出荷者説明会も行われ、令和8年6月
開業に向けて準備が進んでいる。
エネルギーの地産地消については、令和6年度に、市内誘致企業１件に対する有明
エナジーによる電力供給及びPPA方式で太陽光発電設備導入が、既存の市内事業
所2件に対するPPA方式での太陽光発電設備導入が決定した。
地域経済の自立度は60％前後と依然として低い状況にある。そのため、今後はエ
ネルギーや地産地消の推進を通じて市内企業等の所得向上を図り、地域経済循環に
よる経済活性化に取り組んでいきたい。

２５

２ 生産性向上や地域経済循環による所得の向上

(ア)地域産業の生産性向上



政策ごとの進捗状況（数値目標・重要業績評価指標（KPI））

指標名 年度別 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

あらおファンの
人数（人）

目標値 ― 1,400 1,700 2,000 10,000 11,000 12,000

実績値 1,170 2,779 5,772 8,788 9,385 10,450

達成率 ― 198.5% 339.5％ 439.4％ 93.9％ 95.0％

指標名 年度別 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

本市への
転入者数（人）

目標値 － 1,800 1,840 1,880 1,920 1,960 2,000

実績値 1,757 1,627 1,392 1,635 1,587 1,578

達成率 － 90.4％ 75.7％ 87.0％ 82.7％ 80.5%

新型コロナウイルス感染予防のため市内イベントが軒並み中止となり、あらおファンの一翼を担う市外からのイベントリピーターが見込めなかっ
たにも関わらず、あらおファンの人数は、令和２年度から令和６年度の５年間で約３．８倍に増加した。これは、ふるさと納税のリピーターが増加
したことが大きな要因である。
ふるさと納税リピーターの急激な増加により令和４年度までは実績値が目標値を大幅に超過していたため、令和５年度以降の目標値について見直

しを行った。見直し後の達成率は９０％台にとどまったものの、あらおファンの人数は着実に伸びており、返礼品をきっかけに寄附した方が継続的
な寄附を通じて荒尾市のファンになっているものと考えられる。

令和2～3年度にかけて新型コロナウイルスによる人流減少の影響が大きく、減少傾向となった。令和4年度は近隣自治体や国外からの転入増加により、
実績値も大幅に増加したが、なお目標達成には至っておらず、令和5年度以降はまた減少している。移住相談会の相談件数やお試し暮らし体験住宅の利用
件数は年々増加していることから移住検討者の関心は高まっていると考えられるため、今後は、実際の転入につながるよう、相談会への積極的な出展参加
や荒尾市の魅力を的確に伝えるPR戦略の構築が重要である。

数値目標の達成状況

２６

あらおファンの人数

本市への転入者数

4. あらおファンを増やすとともに、移住しやすい環境をつくる

※ふるさと会員会員数＋ふるさと納税リピーター数＋各種行事の市外リピーター数



政策ごとの進捗状況（数値目標・重要業績評価指標（KPI））

4. あらおファンを増やすとともに、移住しやすい環境をつくる

１ あらおファンの拡大

指標名 年度別 R2 R3 R4 R5 R6

荒尾ふるさと会員の
新規登録者数(人)

目標 100 150 200 200 200

実績値 93 331 167 121 40

達成率 93.0% 220.6% 83.5% 60.5% 20.0%

指標名 年度別 R2 R3 R4 R5 R6

観光入込客数
(万人)

目標 200 204 208 212 216

実績値 125.2 136.2 167.8 178.7 169.7

達成率 62.6% 66.7% 80.7% 84.3% 78.5%

（イ）観光地域づくりの推進

主要事務事業

広報戦略事業、地域おこし協力隊事業(情報発信)

総括

荒尾市の情報発信力向上を目的に、公式LINE・YouTube・Facebook・
Instagramなど多様なツールを活用したシティプロモーションに取り組み、特に地
域おこし協力隊のSNS運用を通じて、市の魅力を発信している。
令和５年度は、ふるさと納税制度のルール改正により新規会員登録者が減少し、令
和6年度も目標達成とはならなかった。一方で、「荒尾ふるさと会員」のうち21人が
新規会員登録キャンペーン期間中に登録しており、キャンペーンが新規会員の獲得に
効果を上げていると考えられる。

主要事務事業

教育旅行誘致推進事業、荒尾市周遊観光促進事業、観光イベント集客事業、体験型観光推
進事業（誘客・PR事業）、世界文化遺産保存・活用推進事業、

総括

計画期間前半ではコロナ禍において、宿泊支援やスタンプラリー、動画やアプリを
活用したプロモーションなど、観光客誘致に向けた多様な施策を展開した。行動制限
緩和の段階に応じ、過去3か年は回復期として増加傾向だったが、令和6年において
停滞している。要因として春休み期間の天候不良や、夏場の猛暑が考えられる。

指標名 年度別 R2 R3 R4 R5 R6

外国人観光入込客数
(人)

目標 20,000 22,000 24,000 26,000 28,000

実績値 990 34 1,131 11,677 14,970

達成率 5.0% 0.2% 4.7% 44.9% 53.5%

主要事務事業

インバウンド推進事業、バスツアー誘客拡大事業（誘客・PR事業）、宮崎兄弟顕彰事業

総括

FAMトリップ調査やオンライン商談会、プロモーション動画の配信、インバウンド専
用バスツアーの造成などに取り組み、コロナ収束後を見据えた誘客の基盤づくりを進
めてきたが、訪日客自体が少なく、令和6年度まで目標達成には至っていない。なお、
令和6年度は、熊本県在住外国人向け荒尾市周遊モニターツアーの実施、地域資源を
活用したグランピング体験のブラッシュアップ、多言語音声ガイドの導入に取り組ん
だ。

（エ）都市農村交流

指標名 年度別 R2 R3 R4 R5 R6

各種イベントへの
参加者数(人)

目標 1,000 1,300 1,600 1,900 2,200

実績値 0 622 5,240 2,470 3,706

達成率 0.0% 47.8% 327.5% 130.0% 168.5%

主要事務事業

マジャク釣り大会、農水産物直売会開催事業、ラムサール湿地荒尾干潟啓発事業

総括

令和4年度から5年度にかけては、ラムサール条約登録10周年を契機に、荒尾干潟
を中心とした体験型イベントやPR活動により、多くの来場者を集めており、令和6年
度まで3年連続で目標を達成している。令和6年度はマジャク釣り大会が中止となっ
たが、荒尾干潟啓発事業の5周年イベントやウォーキングなど多くの催しが集客増に
つながり、また地産地消フェアも約1,000人を集めることができた。

２７

(ア)本市への関心と好感度の向上 （ウ）インバウンド観光の推進



指標名 年度別 R2 R3 R4 R5 R6

各事務事業を通じた
移住者数(人)

目標 16 19 22 22 22

実績値 61 156 93 61 48

達成率 381.3% 821.0% 422.7% 277.3% 218.2%

政策ごとの進捗状況（数値目標・重要業績評価指標（KPI））

4. あらおファンを増やすとともに、移住しやすい環境をつくる

指標名 年度別 R2 R3 R4 R5 R6

各事務事業を通じた
移住者数(人)

目標 6 6 6 6 6

実績値 0 0 4 7 0

達成率 0.0% 0.0% 66.7% 116.7% 0.0%

主要事務事業

地方創生移住・起業支援事業、移住促進補助金・テレワーク補助金事業、空家・空地バンク
事業

総括

移住・定住促進に向けて空家・空地バンク制度や補助金制度の拡充、情報発信の工
夫（広報紙・住宅フェア・LINE活用など）を段階的に強化し、成果を上げてきている。
移住促進補助金については、住宅を取得し、本市に転入された方に一律１５万円を
支給していたが、令和５年度からは対象者を子育て世帯に限定し、補助金額を２０万
円に拡充した。これにより実績値は減少したものの、本市移住のメインターゲットであ
る子育て世帯の流入は一定程度継続しており、 不動産関係者や公式LINEを通じた
制度周知が成果につながったと考えられる。

主要事務事業

移住コーディネーター事業、移住情報発信事業、移住体験事業

総括

本市ではオンライン移住相談会への出展や移住パンフレットの作成・改訂など段階
的に施策を進めてきたが、令和2・3年度はイベント中止による相談者数の伸び悩み
や地域認知度の低さが課題となった。令和5年度には、熊本専任相談員や移住コー
ディネーターとの連携により一定の成果が見られた。
令和6年度は目標6人に対し実績0人で未達となった。令和5年度にみられた、空家
バンク物件を活用した都市圏からの移住がなかったため、今後は移住相談員やコー
ディネーターと連携し、移住フェアへの参加や情報提供に注力していく必要がある。

２ 本市への移住の推進

２８

（ア）二地域居住や住み替えの支援 （イ）移住促進に向けた関係深化



政策ごとの進捗状況（数値目標・重要業績評価指標（KPI））

指標名 年度別 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

荒尾市が暮らしやすい
と感じている市民の割

合（%）

目標値 ― 72.5 74 75.5 77.0 78.5 80.0

実績値 71.8 76.3 73.5 73.1 77.0 76.3

達成率 ― 105.2% 99.3% 96.8% 100.0% 97.2%

指標名 年度別 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

居住誘導区域内の
人口密度
（人/ha）

目標値 － 43.4 43.2 42.9 42.7 42.5 42.3

実績値 43.1 42.1 41.4 41.0 40.7 40.4

達成率 － 97.0% 95.8% 95.6% 95.3% 95.1%

｢荒尾市が暮らしやすいと感じている市民の割合｣は概ね70％台で推移しており、令和6年度は76.3％と、前年度から横ばいとなり、目標値の達成には
至らなかった。満足している理由は、毎年共通して「大きな災害が少なく安心できる」「日常の買い物が便利」「郷土・ふるさとである」が上位を占めており、
本市の持続的な強みである。
一方、令和6年度調査でみられた本市での暮らしに満足していない理由は、「交通の便が悪い」が最も高く、次いで「日常の買い物が不便」「観光資源や娯
楽施設に魅力が少ない」となっている。令和6年12月に路線再編をし、利用者の使いやすさが改善されたので周知を図りたい。

令和2年度の42.1人/haから年々減少傾向が続いていて、令和6年度は前年度40.7人／haに対し40.4人／haと微減となった。目標達成率は90％
台を維持しているものの、居住誘導区域外での開発や住宅建設が進んでいると考察され、誘導区域内への定住促進が課題である。 人口減少の流れは避け
がたい見通しであることから、今後、南新地土地区画整理事業の推進により中心拠点の再生を図り、居住誘導区域への定住人口の増加により数値の改善
を図る。

数値目標の達成状況

２９

荒尾市が暮らしやすいと感じている市民の割合

居住誘導区域内の人口密度

５．先進的で持続可能なまちをつくる



指標名 年度別 R2 R3 R4 R5 R6

都市機能誘導区域内
に立地する高次都市
機能の施設数の割合

(%)

目標 45.9 45.9 45.9 52.6 55.0

実績値 45.9 43.6 47.5 46.5 47.7

達成率 100.0% 95.0% 103.5% 88.4% 86.7%

政策ごとの進捗状況（数値目標・重要業績評価指標（KPI））

５．先進的で持続可能なまちをつくる

（イ）スマートシティの推進

指標名 年度別 R2 R3 R4 R5 R6

事業化数の累計(件)

目標 0 2 4 5 6

実績値 2 2 2 6 6

達成率 200.0% 100.0% 50.0% 120.0% 100.0%

指標名 年度別 R2 R3 R4 R5 R6

地域団体が主催する
事業への参加者数

(人)

目標 11,500 12,000 12,750 13,500 14,250

実績値 1,800 2,000 2,200 7,501 8,420

達成率 15.7% 16.7% 17.3% 55.6% 59.1%

主要事務事業

南新地土地区画整理事業、エリアマネジメント推進事業、都市計画道路市屋深瀬線道路整
備事業、荒尾駅周辺整備事業

総括

南新地地区では、令和2年度に造成工事が完了し、その後宅地分譲や図書館移転、
商業施設の出店が進み、目標を達成した。令和5年度は一部施設整備が遅れ数値目
標に届かなかったが、今後も企業誘致と都市機能の充実を図る。また、エリアマネジ
メント推進事業については、令和6年度にエリアマネージャー候補者の公募に向けた
準備や都市再生推進法人に関する要綱案を作成した。

主要事務事業

PLRアプリを活用した健康手帳・行政サービスマッチング、スマートヘルスケアサービス事
業、太陽光発電設備及び蓄電池の非常用電源としての活用とエネルギーマネジメント実
証等業務、位置情報活用による見守り事業、自動運転バス導入推進

総括

令和2年度以降、国の補助金等を活用しウェルビーイングミラーの実証実験や再エ
ネ設備導入、各種スマートサービスの開発・検証を進めてきた。令和5年度以降はヘ
ルスケア分野の事業が実装段階に達し、令和6年度も児童見守りや自動運転サービ
スなどの事業化を計画に沿って推進しており、今後も継続的に各種スマートサービス
の実装を進める。

主要事務事業

地区拠点整備推進事業、地区協議会支援事業、市民活動支援事業、地域情報発信支援事業

総括

計画期間前半（令和２年度～令和４年度）は、コロナ禍で大きく制約を受け、事業の中
止や規模縮小が相次ぎ、参加者が大きく減少する結果となった。令和５年度以降、徐々
に事業の再開が進み、参加者の増加が見られるが、依然として目標値には届いていな
い。
各地区協議会においては新規事業の実施やSNSを活用した広報活動に取り組み、一
定の成果が見られているため、今後も継続し、地域活動や市民活動の活性化に取り組
んでいく必要がある。

（エ）持続可能な交通ネットワークの形成と公共交通の活性化

指標名 年度別 R2 R3 R4 R5 R6

60歳以上の市民の
公共交通満足度(%)

目標 25 30 35 37 39

実績値 17.8 17.2 17.3 18.7 14.6

達成率 71.2% 57.3% 49.4% 50.5% 37.4%

主要事務事業

あらおMaaS推進事業、モビリティマネジメント実施事業、バス利用啓発（若年層向け）事業

総括

令和6年度はバス路線の再編や健康づくり施策と連携したモビリティ・マネジメント
を実施し、公共交通利用の提案や無料バス乗車券の配布などに取り組んだが、目標
未達だった。高齢者の多くが自家用車を利用しており、公共交通への転換が進まな
かったことが要因であり、今後は自家用車がなくても安心して移動できる環境づくり
や情報発信の強化に努める必要がある。

３０

１ 暮らしやすいまちの基盤の構築

（ア）コンパクトシティの推進と道路ネットワークの形成 （ウ）地域コミュニティの充実・活性化



指標名 年度別 R2 R3 R4 R5 R6

美しい街のイメージ
(%)

目標 57 60 62 65 68

実績値 58.7 60.7 57.1 57.8 54.3

達成率 103.0% 101.2% 92.1% 88.9% 79.9%

政策ごとの進捗状況（数値目標・重要業績評価指標（KPI））

５．先進的で持続可能なまちをつくる

主要事務事業

老朽危険空家等除却促進事業、空家パトロール事業、空地適正管理推進事業、花による
まちづくり推進事業

総括

花のみちやグリーンアベニューの主要幹線道路沿い、荒尾駅前などにおける花苗の
植栽や除草作業を、市民や企業、学校、地域団体などの協働により継続してきたが、
荒尾市の街並みが美しいと感じる市民の割合は年々減少している。
令和6年度は植栽直後から根付くまで職員による散水を実施したが、記録的な猛暑
により花枯れが発生した。管理が不十分な花壇も見られることから、令和7年度以降
は協力団体の負担を考慮しつつ、維持管理体制の見直しを進めることが課題である。

指標名 年度別 R2 R3 R4 R5 R6

荒尾市地球温暖化対
策第５期実行計画に
定める温室効果ガス
排出量(トン)

目標 7,992 7,763 7,533 7,304 7,074

実績値 7,992 9,072 7,389 10,405 6,876

達成率 100.0% 85.5% 101.9% 70.1% 102.8%

（イ）循環型社会の形成

指標名 年度別 R2 R3 R4 R5 R6

家庭から排出される
ごみ排出量
(g/人・日)

目標 517 510 503 497 490

実績値 611 546 577 520 469

達成率 84.6% 93.4% 87.2% 95.6% 104.5%

総括総括

2050年までの温室効果ガス排出量実質ゼロを目標に、公共施設へのEV導入や再
エネ利用、協議会の設置、太陽光発電等の補助に取り組んでいる。令和６年度は給食
センターや有明医療センターなど新たに運営を開始している施設の影響でエネル
ギー使用量は増加したが、電気部門において、有明エナジー㈱の電気事業者別排出
係数が大幅に下がったことで、目標を達成したと考えられる。
電気事業者別排出係数については、発電事業所の稼働状況に大きく影響されるも
のであるが、公共施設への電力供給の大部分を占める有明エナジーの電源構成に占
める再エネ由来の電力の割合をさらに向上させる取り組みを有明エナジーと連携し
推進する。

主要事務事業

リサイクル推進事業、コンポスト等購入補助事業

総括

ごみの排出量削減に向けて、リサイクル推進事業やコンポスト等の購入補助事業に
取り組んできた。令和6年度は目標を達成できたが、新たに開始したプラスチックリ
サイクルによる燃えるごみからの転換が大きな要因である。一方で、燃えるごみにプ
ラスチック類や不燃物が依然混入しているため、出前講座や各種周知媒体を活用し
て今後も分別と正しいごみ出しの啓発を強化していく必要がある。

３１

１ 暮らしやすいまちの基盤の構築

２ 持続可能な循環型社会の形成

（オ）美しい街並みと住環境の形成

（ア）脱炭素社会の実現

主要事務事業

エネルギーの地産地消推進、電気自動車(EV)等次世代自動車の普及促進及び電力分野
での利活用促進、家庭用廃食油の回収推進事業、地球温暖化対策事業



指標名 年度別 R2 R3 R4 R5 R6

荒尾干潟に親しみを
持つ市民の割合(％)

目標 55 56 57 58 59

実績値 48.0 48.7 49.4 56.0 51.5

達成率 87.3% 87.0% 86.7% 96.6% 87.3%

政策ごとの進捗状況（数値目標・重要業績評価指標（KPI））

５．先進的で持続可能なまちをつくる

主要事務事業

ラムサール湿地荒尾干潟啓発事業、荒尾干潟水鳥・湿地センター学習事業、
市民参画による荒尾干潟の清掃活動事業

総括

荒尾干潟の啓発事業や水鳥・湿地センターの5周年記念事業、体験イベント、テー
ラー乗車体験や観察会、サンセットカフェ＆コンサートなどを通じて多くの来訪者が
あった。一方で、令和6年度まで目標を達成できていない。これは、市外からの参加
者が多く、市民の親しみやすさ向上には十分つながっていないことが要因と考えら
れる。今後は、小中学生や親子を対象とした啓発や学習事業、ワークショップ、各種体
験活動を継続し、湿地センターでの情報発信や季節ごとのイベント充実を図ることで、
市民の荒尾干潟への関心と親しみやすさ向上に取り組んでいく必要がある。

（ア）防犯防災対策

指標名 年度別 R2 R3 R4 R5 R6

安心だと思う市民の
割合(%)

目標 80.0 80.0 80.0 80.0 80.0

実績値 77.7 75.8 75.8 76.9 76.3

達成率 97.1% 94.8% 94.8% 96.1% 95.4%

総括

防災分野では、地区防災計画策定や防災士養成事業を行っているが、参加者確保
が課題となっており、今後は自主防災組織や防災士会との連携強化が必要である。
防犯分野では、防犯灯のLED化が地域の要望を受けて進んでおり、今後も引き続き
取替を推進する必要がある。消防施設の設置など地域の安全・安心に向けた取組を
今後も計画的に進めていく。

（イ）インフラ整備などによるまちの強靭化

指標名 年度別 R2 R3 R4 R5 R6

整備進捗率
（道路）(%)

目標 55.0 60.0 70.0 80.0 90.0

実績値 72.0 73.0 78.0 94.0 87.0

達成率 130.9% 121.7% 111.4% 117.5% 96.7%

指標名 年度別 R2 R3 R4 R5 R6

整備進捗率
（雨水対策）(%)

目標 ― ― ― ― 4.8

実績値 ― ― ― ― 4.8

達成率 ― ― ― ― 100.0%

主要事務事業

地域内幹線道路の整備事業、有明海沿岸道路の整備促進、荒尾港海岸堤防整備事業、浸
水対策事業

総括

道路整備について中央野原線事業は事業費から進捗率を算出しているが、資材や
労務単価の上昇により全体事業費の見直しが必要となっている。早期開通には交付
金の充当が不可欠なため、国や県への要望を行っている。有明海沿岸道路整備促進
については、積極的な要望活動の結果、国直轄で大幅な予算確保が実現した。
雨水対策については、適正な工期設定と受注者との協議により、市内全域（山間部
を除く）で内水浸水シミュレーションを完了し、「内水浸水想定区域図」と「雨水出水浸
水想定区域図」を作成した。

３ 災害等に強いまちづくり

主要事務事業

地区防災計画の策定事業、防災士養成事業、消防団充実強化事業、防犯灯のLED化事業、
消防施設充実事業

３２

２ 持続可能な循環型社会の形成

（ウ）荒尾干潟の保全



重点戦略
「あらお未来プロジェクト」

基本施策 KPI数
達成状況

◎
(100%超)

○
(80~99%)

△
(60~79%)

×
(60%未満)

ー

１．切れ目のない充実した
子育て環境をつくる

(１)若い世代の結婚希望の実現 2 2

(２)妊娠・出産・子育ての切れ目のない支援 2 1 1

(３)子育てしやすい環境づくり 3 1 2

(４)魅力ある教育環境の実現 3 1 2

２．誰もがつながりを持ち、
健康でいきいきとした
暮らしをつくる

(１)健康長寿社会の実現 3 2 1

(２)地域共生社会の実現 4 2 1 1

(３)生涯学習の推進 3 2 1

３．雇用の確保と所得の向上で
安定した暮らしをつくる

(１)安定した雇用の創出と就職支援 4 1 3

(２)生産性向上や地域経済循環による所得の向上 3 1 1 1

４．あらおファンを
増やすとともに、
移住しやすい環境をつくる

(１)あらおファンの拡大 4 1 1 2

(２)本市への移住の促進 2 1 1

５．先進的で
持続可能なまちをつくる

(１)暮らしやすいまちの基盤の構築 5 1 1 1 2

(２)持続可能な循環型社会の形成 3 2 1

(３)災害等に強いまちづくり 3 1 2

全 体 44 14 15 4 8 3

重要業績評価指標(KPI)の達成状況一覧 ３３
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